




































第 1 章 広島の特性を生かした「低炭素社会の構築」  

１３１３１３１３    

 

第２節第２節第２節第２節    再生可能エネルギーの導入促進再生可能エネルギーの導入促進再生可能エネルギーの導入促進再生可能エネルギーの導入促進    

 

１１１１    本県の地域特性を生かした再生可能エネルギーの普及促進本県の地域特性を生かした再生可能エネルギーの普及促進本県の地域特性を生かした再生可能エネルギーの普及促進本県の地域特性を生かした再生可能エネルギーの普及促進                                                                

 削減目標の達成に向け，エネルギー供給面においても温室効果ガスの削減効果の高い対策を実施する必要があります。 日照時間が長いという本県の地域特性及び国等の補助制度，電力固定価格買取制度等により，太陽光発電の導入が進んでいます。このうち，住宅用太陽光発電システムの設置件数は，平成６年度から平成 25 年度までの累計で導入件数は約 49,550 件となっています。（太陽光発電普及拡大センター等調べ） また，本県は豊富な森林資源を有しており，バイオマスを活用した発電・熱利用も進められています。 さらに，本県では，ＲＤＦ1 3による廃棄物発電を行う「福山リサイクル発電事業」を推進しており，平成 25年度発電量は約 107 百万 kWh となっています。  
 指標項目（内容） 単位 基準年度値 （H20） 現状値 （H25） 目標値 目標 年度 太陽光発電導入量 kl （原油換算） 7,188 47,051 64,000 H32 太陽熱利用システム導入量 42,127 43,739 50,700 バイオマス発電導入量 66,459 68,616 97,000 バイオマス熱利用導入量 297,803 ― 385,500 廃棄物発電導入量 22,451 23,331 61,300 廃棄物熱利用導入量 28,551 ― 110,300  

 （１）太陽光，バイオマスなど再生可能エネルギーの普及促進（１）太陽光，バイオマスなど再生可能エネルギーの普及促進（１）太陽光，バイオマスなど再生可能エネルギーの普及促進（１）太陽光，バイオマスなど再生可能エネルギーの普及促進    ア 地域還元型再生可能エネルギー導入事業[環境政策課]   再生可能エネルギーの普及拡大を図るため，県と中国電力グループが共同して，メガソーラー発電の事業化に取り組んでいきます。 なお，発電事業によって得られる収益は，地域に還元していきます。 【平成 25 年度実績】県内３か所（庄原市，竹原市，東広島市）において，計６．６メガワットの太陽光発電所の建設工事に，順次着手し，計４．３メガワットの太陽光発電所の運転を開始。 【平成 26 年度内容】県内３か所（竹原市，廿日市市，北広島町）において，計３．８メガワットの太陽光発電所の建設工事に，準備が整ったものから順次着手。また，収益の地域還元事業として，地域における省エネ活動や幼稚園・保育園における省エネ設備の導入を支援。   3 ＲＤＦ：Refuse Derived Fuel（ごみ固形燃料）の略。ごみに含まれる厨芥・紙などを乾燥・粉砕して石灰などを混ぜ，クレヨン状に成形加工した固形燃料のこと。 

【取組状況】【取組状況】【取組状況】【取組状況】    

【環境の状態等を測る指標】【環境の状態等を測る指標】【環境の状態等を測る指標】【環境の状態等を測る指標】    

【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】    

















第２章 広島の更なる３Ｒを進める「循環型社会の実現」  

２１２１２１２１    

種  別 品  目  名 平成 25 年度使用量 単 位 
第二種 再生砕石 71,472 ㎥ 再生粒度調整砕石 7,765 ㎥ 鉄鋼スラグ 3,615 ㎥ 再生砂 1,971 ㎥ インターロッキングブロック 369 ㎡ 緑化基盤材・吹付材 4,053 ｋℓ  バーク堆肥 10,140 ｋｇ 有機肥料（普通肥料） 1,808 ｋℓ  再生加熱アスファルト混合物 108,255 ｔ その他（エコマーク認定基準に適合するもの） 〔土木製品〕 39 m 

 

 エ 廃棄物排出抑制・リサイクル関連研究開発費助成事業 ［循環型社会課］ 事業者の実施する廃棄物のリサイクル等に関する研究開発を支援し，その成果を事業化することにより，資源循環・廃棄物の削減を積極的に推進します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】平成 26 年度は，2 事業に総額 31,537 千円を支援。 項 目  内   容 対象分野 廃棄物の排出抑制，減量化，リサイクル 対 象 者 ・県内に本社を置く中小企業者 ・構成員の 1/2 以上が県内に本社を置く中小企業者である 2 者以上の共同研究グループ ・県内に主たる事務所を置く組合等 対象経費 即効性が高いと見込まれる研究開発 補 助 率 2/3 以内 補 助 額 10,000 千円以上 20,000 千円以内/件 
 オ 廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業 ［循環型社会課］ 循環型社会の実現に向け，効果が大きいと認められる廃棄物の排出抑制やリサイクル関係施設の整備に要する費用の一部を助成します。 【平成 25 年度実績】実績なし。 【平成 26 年度内容】1 事業者に支援。 

 項 目 内 容 対象分野 廃棄物の排出抑制，減量化，リサイクル 対 象 者 県内に事務所・事業所を持つ新設施設の設置者 対象経費 技術の先進性，県内への波及効果，県内埋立量の減量効果が高い設備の整備費 補 助 率 1/3 以内（ＣＯ2排出量の削減効果が高い設備の整備は，1/2 以内） 補 助 額 廃棄物排出抑制・リサイクル施設   10,000 千円以上 1 億円以内/件 リサイクル推進施設          5,000 千円以上 50,000 千円以内/件  カ 事業所内廃棄物排出抑制支援事業 [循環型社会課]  廃棄物の排出を抑制するため，廃棄物の排出事業者自らが行う「事業所から排出される廃棄物の排出抑制を目的とする機器整備」に要する費用の一部を助成します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】平成 25 年度は実績なし 項 目 内 容 対象分野 廃棄物の排出抑制 対 象 者 県内に事業所を有する中小企業者等 対象経費 事業所外に排出する廃棄物の重量を 10％以上削減，または，再生利用のために容量を 30％以上減少できる機器の整備費 補 助 率 1/3 以内（特定の産業廃棄物については，1/2 以内） 補 助 額 10,000 千円以内/件 

資料：県循環型社会課 
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２２２２    一般廃棄物の３一般廃棄物の３一般廃棄物の３一般廃棄物の３Ｒの推進Ｒの推進Ｒの推進Ｒの推進    

 

 （１）発生抑制及び減量化（１）発生抑制及び減量化（１）発生抑制及び減量化（１）発生抑制及び減量化    ア 廃棄物抑制啓発広報事業（環境保全活動支援事業） ［環境政策課］ ひろしま地球環境フォーラムと連携し，県民へ温暖化防止や廃棄物の抑制など環境配慮の取組を促す啓発広報を行います。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】10 月の「３Ｒ推進月間」から 12 月の「温暖化防止月間」にかけて，テレビ等を通じて，廃棄物の抑制や温暖化防止・環境配慮の取組を促す啓発広報を実施。   ※ 関連事業：容器包装リサイクル法の推進（P22），マイバッグ運動の推進（P10），環境月間行事の実施（P88）  
３３３３    産業廃棄物の３Ｒの推進産業廃棄物の３Ｒの推進産業廃棄物の３Ｒの推進産業廃棄物の３Ｒの推進    

 

 （１）発生抑制及び減量化（１）発生抑制及び減量化（１）発生抑制及び減量化（１）発生抑制及び減量化    ア 多量排出事業者への産業廃棄物処理計画の策定指導 ［産業廃棄物対策課］ 多量排出事業者等へ，産業廃棄物処理計画の策定を指導します。 〈対象事業者〉①前年度の産業廃棄物発生量が 1,000 トン以上の事業者【廃棄物処理法】 ②前年度の産業廃棄物発生量が 500 トン以上 1,000 トン未満の事業者 【生活環境保全条例】 ③前年度の特別管理産業廃棄物発生量が 50 トン以上の事業者【廃棄物処理法】 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】平成 25 年度は①179 事業者，②68 事業者，③28 事業者が計画を策定。  イ 廃棄物排出事業者責任強化対策事業 ［産業廃棄物対策課］ 平成 20 年度から排出事業者にマニフェスト4交付状況報告が義務化されるなど排出事業者責任が強化されたことから，廃棄物処理法に関する知識の向上を図るため排出事業者講習会を開催し，排出事業者責任の徹底を指導します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】排出事業者にマニフェスト交付状況報告書の提出を周知し，法規制等に係る講習会を開催。排出事業者指導員を配置し，排出事業者責任の徹底を指導。  （２）（２）（２）（２）建設建設建設建設廃棄物のリサイクルの推進廃棄物のリサイクルの推進廃棄物のリサイクルの推進廃棄物のリサイクルの推進    ア 建設リサイクル法の推進 ［技術企画課］ 「建設リサイクル法」の趣旨に基づき，建設副産物のリサイクルを推進します。 また，「建設リサイクル法」に係る広島県実施方針の目標値達成のため，建設リサイクルの推進に向けた基本的な考え方，目標，具体的施策を定め，建設副産物に対する総合的な対策を推進します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】建設リサイクル法届出審査業務及びパトロール等を行い，資源の有効利用と廃棄物の適正な処理を推進。     

【取組状況】【取組状況】【取組状況】【取組状況】    

【取組状況】【取組状況】【取組状況】【取組状況】    

4 マニフェスト：排出事業者が処理業者に処理委託した産業廃棄物を引き渡す際，不法投棄の防止や適正処理の確保を目的に交付する管理票。従来は医療系廃棄物などの特別管理産業廃棄物に限って義務付けられていたが，平成 10 年 12 月 1 日からすべての産業廃棄物に適用された。 
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【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】PCB 廃棄物の保管及び処理の状況を把握するとともに，適正保管及び適正処理を指導。平成 25 年度届出状況は次表のとおり。 図表 2－2－10 PCB 廃棄物保管等届出状況（平成 26 年 3 月 31 日） 種  類 （単位） 保管中 使用中 高 圧 ト ラ ン ス  （ 台 ） 682 361 高 圧 コ ン デ ン サ （ 台 ） 6,518 500 低 圧 ト ラ ン ス  （ 台 ） 1,083 14 低 圧 コ ン デ ン サ （ 台 ） 16,294 71 柱 上 ト ラ ン ス  （ 台 ） 194,377 125,000 安 定 器     （ 台 ） 103,343 5,342 P C B       （ k g ） 3,534 － P C B を 含 む 油   （ k g ） 479,683 230 感 圧 複 写 紙 （ ﾉ ｰ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ 紙 ）（ k g ） 27,008 － ウ エ ス      （ k g ） 36,281 － そ の 他 機 器   （ 台 ） 2,958 1,328 届 出 事 業 所 数 1,447 － （注）容量で報告されたものは重量に換算              資料：県産業廃棄物対策課  エ 優良な産業廃棄物処理業者の育成（産業廃棄物処理情報管理推進事業）［産業廃棄物対策課］ 産業廃棄物処理業者等における電子マニフェストの導入，優良認定の取得や社会貢献の活動を支援し，優良な処理業者の育成，業界の健全な発展を促進します。 実 施 主 体 一般社団法人広島県資源循環協会 事  業  名 電子マニフェスト導入事業 優良業者支援事業 社会貢献事業 事 業 内 容 協会が独自開発したシステムにより電子マニフェストの導入を支援 優良認定を取得するための協会の取組みを支援 不法投棄された廃棄物の撤去等地域社会へ貢献し県民理解を深める協会の取組みを支援 補  助  率 1/2 補 助 金 額 4,000 千円 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】産業廃棄物処理業者等の電子マニフェストの導入，優良認定の取得，社会貢献の活動を支援。  （２）処理施設の確保（２）処理施設の確保（２）処理施設の確保（２）処理施設の確保    ア 公共関与廃棄物処分場整備事業 ［産業廃棄物対策課］ 【平成 25 年度実績】五日市処分場の後継処分場として，広島地域（出島地区）において新たな最終処分場を整備。 【平成 26 年度内容】平成 26 年６月から出島処分場において廃棄物の受入を開始。運営主体の一般財団法人広島県環境保全公社と連携して出島処分場の適正な管理・運営を実施するとともに，今後の公共関与処分場のあり方について検討。       
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（３）富栄養化の状況（３）富栄養化の状況（３）富栄養化の状況（３）富栄養化の状況 県内の湖沼や海域においては，生活排水等の流入による窒素・りん濃度の上昇（富栄養化）が原因となり，植物プランクトンが繁殖して赤潮や水道水源の利水障害が発生しています。 椋梨ダムでは，過去 10 年来，水の華・アオコが発生しており（平成 25 年度は 56 日確認），特に，平成８年には下流の宮浦・坊土浄水場の濾過障害の遠因と考えられ，平成 12 年には貯水池内のアオコの大量発生による異臭及び景観阻害が生じているため，水質保全対策が必要とされています。《赤潮発生海域概要及び椋梨ダムのアオコ確認日数は，「広島県環境データ集」参照》  図表 3－1－11 赤潮発生状況 年 発生件数 発生継続日数別件数 （広島県） 発生日数 （広島県） 漁業被害を伴った件数 広 島 県 瀬 戸 内 海 ５ 日 以 内 ６ ～ 10 日 11 ～ 30 日 31 日 以 上 発 生 日 数 平 均 日 数 広 島 県 瀬 戸 内 海 H16 5 118 1 2 2 0 54 15 2 13 H17 8 115 0 1 5 2 200 28 0 7 H18 9 94 0 2 4 3 282 41 1 11 H19 3 99 0 1 1 1 143 47 0 9 H20 2 116 0 0 1 1 50 25 0 19 H21 4 104 0 0 0 4 233 58 0 7 H22 4 91 0 0 0 4 169 42 0 9 H23 2 89 0 0 1 1 59 30 1 13 H24 3 116 0 1 0 2 96 32 0 18 H25 6 121 0 0 3 3 195 33 0 10                        資料：水産庁瀬戸内海漁業調整事務所，県水産課 （４）水循環（４）水循環（４）水循環（４）水循環    水は，蒸発・降水・浸透・貯留・流下・海への流入という過程を繰り返す中で浄化されますが，都市への急速な人口・産業の集中と過疎化の進行，産業構造やライフスタイルなどの社会変化を背景として水循環が急激に変化したことにより，河川流量や雨水浸透量の減少，湧水の枯渇，水質汚濁，生態系への影響などの諸問題が生じています。 こうした問題の解決を図るためには，それぞれの地点で環境の質を判断し，汚濁負荷の低減を通じて環境の保全を図る「場の視点」による取組とあわせ，水源となる森林から海に至る河川の流域を一体的な水循環系として捉える「流れの視点」に基づいて，河川流量や地下浸透量の保全等を図る取組が不可欠です。併せて，家庭や工場・事業場における水の合理的・循環的な利用をさらに進めていく必要があります。 
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【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】相談窓口の設置，県民向け及び事業者向けのパンフレットの作成，県ホームページによるアスベスト関連情報の提供。 
 イ 建築物解体等の規制 ［環境保全課］ 「大気汚染防止法」に基づき，建築物及び工作物の解体等の作業現場への立入検査を実施し，作業基準 の遵守を指導するとともに，アスベストの飛散防止を指導します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】建築物及び工作物の解体等の作業現場に立入し，アスベスト飛散状況調査の実施。平成 25 年度立入検査は 56 件（うち測定調査 13 件）。平成 26年度は改正大気汚染防止法を事業者へ周知。                         ウ 環境モニタリングの実施 ［環境保全課］  一般環境や発生源周辺の大気中のアスベスト濃度を測定します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】環境モニタリングを実施。平成 25 年度は，一般環境 12地点において実施。すべて敷地境界基準を下回った。 

 エ 廃棄物処理の規制 ［産業廃棄物対策課］ 「廃棄物処理法」に基づき，処理業者等への立入検査や，廃棄物処理時のアスベスト飛散状況を調査し，アスベスト廃棄物の適正処理を図ります。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】産業廃棄物処理業者等への立入検査やアスベスト飛散状況を調査し，アスベスト廃棄物の適正処理を指導。  オ 石綿健康被害救済基金拠出金 ［環境政策課］ 石綿による健康被害者の迅速かつ安定した救済を図るため，国，事業者，他の都道府県と協調して救済給付に充てるための資金を拠出します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】（独）環境再生保全機構に設置されている「石綿健康被害救済基金」に対し，救済給付の資金を拠出。 
 

２２２２    土壌汚染対策の円滑な推進土壌汚染対策の円滑な推進土壌汚染対策の円滑な推進土壌汚染対策の円滑な推進     
 工場跡地等の土壌汚染については，平成 24 年度の全国の調査事例によると，1,905 件中 906 件で土壌汚染が判明するなど，高い水準で推移しており，県内においても，土壌汚染が判明する事例が発生しています。土壌は，いったん汚染されると，その影響が長期にわたり，地下水への影響も考えられることから，適切な未然防止対策を講じるとともに，必要な調査を実施し，汚染が判明した場合は適切な措置を講じる必要があります。 このような状況に対応するため，平成 21 年４月に「土壌汚染対策法」の一部が改正（平成 22 年４月１日施行）され，土壌汚染の状況把握のための制度の拡充や，規制対象区域の分類等による必要な対策の明確化，汚染土壌の適正処理の確保のための規制の新設などの措置が講じられています。 また，農用地における土壌汚染は，農作物に対しても影響を与えることから，農用地におけるカドミウム，亜鉛，銅などによる土壌汚染が生じないよう，肥料や農薬の適切な使用を指導することが必要です。 

【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】    





























第４章 広島の豊かな「生物多様性の保全」  

７５７５７５７５    

 

第２節第２節第２節第２節    自然資源の持続可能な利用自然資源の持続可能な利用自然資源の持続可能な利用自然資源の持続可能な利用    

 

１１１１    多様な生態系を守り育む自然公園等の保全対策の推進多様な生態系を守り育む自然公園等の保全対策の推進多様な生態系を守り育む自然公園等の保全対策の推進多様な生態系を守り育む自然公園等の保全対策の推進    

 

    （１）自然公（１）自然公（１）自然公（１）自然公園園園園1等の指定等の指定等の指定等の指定    我が国を代表する優れた自然の風景地である国立公園やそれに準ずる地域である国定公園は「自然公園法」に基づき国より指定されています。また，都道府県を代表する優れた自然の風景地である県立自然公園は条例に基づき県知事が指定しています。これらの自然公園においては，生物多様性の確保など自然環境の保護を図るとともに，自然とのふれあいの場として適正な利用を推進しています。自然公園の保護と利用を適正に行うため，それぞれの公園ごとに公園計画が定められています。 県内には，瀬戸内海国立公園，比婆道後帝釈国定公園，西中国山地国定公園及び６箇所の県立自然公園があり，それらの面積は県土の約４％を占めています。 また，このほかに，県内の優れた自然環境の保全を図るため，「自然環境保全条例」に基づき「自然環境保全地域2」等の指定を行っています。《自然公園等指定状況は，「広島県環境データ集」参照》 図表 4－2－1 自然公園の面積（平成 26 年 4 月 1 日現在） 区  分 箇所数 総面積(ha)  特別地域  普通地域 うち特別保護地区 国 立 公 園       1      10,681       7,569         203        3,112 国 定 公 園       2      20,731      20,731         692            － 県立自然公園 6       6,441       6,441           －            － 計 9      37,853      34,741         895        3,112 資料：県自然環境課 図表 4－2－2 県自然環境保全地域等の地域数及び面積（平成 26 年 4 月 1 日現在） 区  分 地域（区）数 総面積(ha) 県自然環境保全地域 27         2,054 （特別地区 1,248，普通地区 806） 緑地環境保全地域          22           818 自然海浜保全地区          19            17 （陸域面積） 計 68         2,889 資料：県自然環境課  （２）自然とのふれあいの増進（２）自然とのふれあいの増進（２）自然とのふれあいの増進（２）自然とのふれあいの増進    自然公園等の利用者は，世界遺産に登録されている宮島などの好影響を受け国立公園では増加していますが，施設の老朽化や利用者ニーズの多様化などにより，その他の地域は概ね横ばい又は，減少傾向にあります。《自然公園等位置図は，「広島県環境データ集」参照》 
 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】    

1 自然公園：自然公園法に基づき，優れた自然の風景地を保護し利用することを目的として地域を指定する公園制度。国立公園，国定公園，都道府県立自然公園の 3種類がある。 2 自然環境保全地域：自然環境の適正な保全を総合的に推進するため，「自然環境保全法」や都道府県条例により定められた地域。高山性植物の自生地，すぐれた天然林，湿原等の特異な地質・地形などを主たる保全対象とし，これと一体をなす自然環境で保全の必要性の高い地域。 






































































